平成十三年国土交通省告示第千二十六号改正案新旧対照条文　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（傍線部分は改正部分）


昭和五十五年建設省告示第千七百九十三号改正案新旧対照条文　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（傍線部分は改正部分）
	改　　正　　案
	現　行　告　示

	Ｚの数値、Ｒt及びＡiを算出する方法並びに地盤が著しく軟弱な区域として特定行政庁が指定する基準を定める件
	Ｚの数値、Ｒt及びＡiを算出する方法並びに地盤が著しく軟弱な区域として特定行政庁が指定する基準を定める件

	
	

	建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第八十八条第一項、第二項及び第四項の規定に基づき、Ｚの数値、Ｒt及びＡiを算出する方法並びに地盤が著しく軟弱な区域として特定行政庁が指定する基準をそれぞれ次のように定める。
	建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第八十八条第一項、第二項及び第四項の規定に基づき、Ｚの数値、Ｒt及びＡiを算出する方法並びに地盤が著しく軟弱な区域として特定行政庁が指定する基準をそれぞれ次のように定める。

	第一　（略）
	第一　（略）

	第二　Ｒtを算出する方法

Ｒtは、次の表の式によつて算出するものとする。ただし、特別の調査又は研究の結果に基づき、地震時における基礎及び基礎ぐいの変形が生じないものとして初期剛性を用いて算出した建築物の振動特性を表す数値が同表の式によつて算出した数値を下回ることが確かめられた場合においては、当該調査又は研究の結果に基づく数値（この数値が同表の式によつて算出した数値に四分の三を乗じた数値に満たないときは、当該数値）まで減じたものとすることができる。
（表　略）
	第二　Ｒtを算出する方法
Ｒtは、次の表の式によつて算出するものとする。ただし、特別の調査又は研究の結果に基づき建築物の振動特性を表す数値が同表の式によつて算出した数値を下回ることが確かめられた場合においては、当該調査又は研究の結果に基づく数値（この数値が同表の式によつて算出した数値に四分の三を乗じた数値に満たないときは、当該数値）まで減じたものとすることができる。
（表　略）

	第三　Ａiを算出する方法
Ａiは、次の式によつて算出するものとする。ただし、地震時における基礎及び基礎ぐいの変形が生じないものとして初期剛性を用いて算出した建築物の振動特性についての特別な調査又は研究の結果に基づいて算出する場合においては、当該算出によることができるものとする。
（式　略）
	第三　Ａiを算出する方法
Ａiは、次の式によつて算出するものとする。ただし、建築物の振動特性についての特別な調査又は研究の結果に基づいて算出する場合においては、当該算出によることができるものとする。
（式　略）

	第四　（略）
	第四　（略）
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